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食肉流通経営体質強化促進事業実施要綱 

 

平成２９年 ３月３０日付け２８農畜機第６５４８号 

一部改正平成３０年 ３月２８日付け２９農畜機第６７５６号  

一部改正平成３１年 ３月２９日付け３０農畜機第７７４１号  

一部改正令和 ２年 ３月２５日付け 元農畜機第７７１６号  

一部改正令和 ３年 ３月２９日付け ２農畜機第７０７２号 

一部改正令和 ４年 ３月２８日付け ３農畜機第６６５２号 

一部改正令和 ５年 ３月２７日付け ４農畜機第６９９５号 

一部改正令和 ６年 ３月２７日付け ５農畜機第８４９６号 

一部改正令和 ７年 ３月２８日付け ６農畜機第８５０９号 

一部改正令和 ８年 ３月２３日付け ７農畜機第８４３３号 

 

食肉卸売市場（卸売市場法（昭和４６年法律第３５号）第４条第６項に定める中

央卸売市場のうち食肉に係るもの、環太平洋パートナーシップ協定の締結及び環太平

洋パートナーシップに関する包括的及び先進的な協定の締結に伴う関係法律の整備に

関する法律（平成２８年法律第１０８号）による改正前の畜産経営の安定に関する法

律（昭和３６年法律第１８３号）附則第１０条の規定に基づき指定されたものその他

独立行政法人農畜産業振興機構理事長（以下「理事長」という。）が特に認めるもの

をいう。以下同じ。）や食肉卸売業者、食肉小売業者（以下「食肉流通業者」とい

う。）は、国産食肉の円滑な流通と国民への安定供給、延いては家畜生産の安定的な

発展に重要な役割を果たしている。 

一方で、食肉卸売市場においては、近年における市場外流通の進展等を背景とし

た上場数量の減少や、環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的な協定等

の発効に伴う安価な輸入食肉の流通の増加等、食肉流通業者においては、家畜の出荷

頭数の減少に伴う仕入れ価格の上昇等により、厳しい経営環境に直面していることか

ら、食肉流通の各段階における経営体質の強化や食肉流通の更なる円滑化が必須とな

っている。 

また、国産食肉の安心確保と安定供給の確保に向けては、口蹄疫や豚熱等家畜疾

病の発生に備えた国産食肉の安全・安心に係る情報収集・消費者への普及等の取組の
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ほか、鳥インフルエンザや自然災害時における食鳥の円滑な集荷及び処理体制の整備

や、個体識別情報の活用の取組が重要となっている。 

このため、独立行政法人農畜産業振興機構（以下「機構」という。）は、食肉卸売

市場において卸売をする業務を行う者（以下「荷受業者」という。）についての情報

機能の強化、決済機能の強化、品質管理の高度化及び食肉取引の円滑化を図る事業、

食肉流通機能の適正化の推進、食肉流通機能強化の推進、生産者等との連携強化の推

進及び食肉流通業者の経営体質強化等のため低利融資する融資機関に利子補給を行う

事業、口蹄疫等の発生に備えた国産食肉の安全・安心に係る情報収集・消費者への普

及等及び鳥インフルエンザ等の発生時に対応した食鳥の円滑な集荷・処理体制の整備

等を行う事業並びに個体識別情報の活用に関する検討会等を行う事業に対し、独立行

政法人農畜産業振興機構法（平成１４年法律第１２６号）第１０条第２号の規定に基

づき補助することとし、もって、食肉流通業者の経営の安定化を図るとともに、消費

者への安全・安心な食肉の安定供給と畜産の健全な発展に資するものとする。 

本事業の補助金の交付に関しては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する

法律（昭和３０年法律第１７９号。以下「補助金適正化法」という。）、補助金等に係

る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）、「畜産業振

興事業の実施について」（平成１５年１０月１日付け１５農畜機第４８号－１）及び

「畜産業振興事業に係る補助金交付の停止措置について」（平成２６年３月３１日付

け２５農畜機第５３７６号）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。 

 

第１ 事業実施主体 

この事業の事業実施主体は、別添１の事業及び別添３から７の事業にあっては、

令和８年度畜産業振興事業等に係る公募要領（令和８年１月２２日付け７農畜機

第６８６２号）により応募した者から選定された者とし、別添２の事業にあって

は、全国食肉事業協同組合連合会及び全国食肉業務用卸協同組合連合会とする。 

 

第２ 事業の内容 

   この事業の内容は、次のとおりとする。 

 

１ 食肉流通機能適正化推進事業 
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    食肉流通関連制度等の遵守の推進及び消費者の信頼確保等を図る事業であり、

別添１のとおりとする。 

 ２ 食肉流通機能強化推進事業 

    共同化に係る取組及び経営体質の強化に資する技術習得等を図る事業であり、

別添１のとおりとする。 

 ３ 生産者との連携推進事業 

    生産地と連携した産地食肉の販売推進等を行う事業であり、別添１のとおり

とする。 

４ 食肉流通経営体質強化支援事業 

    食肉流通経営の体質強化を図るため、低利資金を融資する融資機関に対する

利子補給を行う事業であり、別添２のとおりとする。 

５ 食肉卸売市場機能強化事業 

荷受業者についての情報機能の強化、決済機能の強化及び品質管理の高度 

化等を行う事業であり、別添３のとおりとする。 

６ 食肉取引円滑化推進事業 

食肉取引の円滑化や品質向上のため、検討委員会等の開催、調査研究及び 

研修会等を行う事業であり、別添４のとおりとする。 

７ 緊急時生産流通体制支援事業 

（１）緊急時食肉安全性等情報提供事業 

口蹄疫、豚熱及び鳥インフルエンザ等の発生に備えた国産食肉の安全・安

心に係る情報の収集及び消費者への普及等を行う事業であり、別添５のとおり

とする。 

（２）緊急時鶏肉処理体制整備等対策事業 

鳥インフルエンザや自然災害の発生時に対応した食鳥の円滑な集荷、処理体

制の整備等を行う事業であり、別添６のとおりとする。 

８ 個体識別情報活用事業 

個体識別制度の適正かつ円滑な運用を図るため、個体識別情報の活用に関する

検討会等を行う事業であり、別添７のとおりとする。 

 

第３ その他 
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   この要綱に定めるもののほか、この事業の実施につき必要な事項については、

理事長が別に定めるものとする。 

 

 

附 則（平成２９年３月３０日付け２８農畜機第６５４８号） 

１ 本要綱の制定に伴い食肉小売機能高度化推進事業実施要綱（平成１８年５月

１２日１８付け農畜機第６４５号）、食肉卸売経営体質強化促進事業実施要綱

（平成１８年５月１６日付け１８農畜機第６７０号）及び大口食肉需要者安定

供給支援事業実施要綱（平成２３年４月１日２２日付け２２農畜機第４３６１

号）は廃止する。 

平成２８年度に終了した事業については、この要綱の制定前の規定は、な

お効力を有するものとする。 

２ この要綱の制定前の食肉小売機能高度化推進事業実施要綱（平成１８年５月

１２日付け農畜機第６４５号）第２の４及び食肉卸売経営体質強化促進事業実

施要綱（平成１８年５月１６日付け１８農畜機第６７０号）第２の３による事

業については、本事業に移行したものとみなす。 

 

附 則（平成３０年３月２８日付け２９農畜機第６７５６号） 

１ この要綱の改正は、平成３０年４月１日から施行する。 

２ 平成２９年度に終了した事業については、この要綱の改正前の規定は、なお

効力を有するものとする。 

 

附 則（平成３１年３月２９日付け３０農畜機第７７４１号） 

１ この要綱の改正は、平成３１年４月１日から施行する。 

２ 平成３０年度に終了した事業については、この要綱の改正前の規定は、なお

効力を有するものとする。 

 

附 則（令和２年３月２５日付け元農畜機第７７１６号） 

１ この要綱の改正は、令和２年４月１日から施行する。 

２ 令和元年度に終了した事業については、この要綱の改正前の規定は、なお効
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力を有するものとする。 

 

附 則（令和３年３月２９日付け２農畜機第７０７２号） 

１ この要綱の改正は、令和３年４月１日から施行する。 

２ 令和２年度に終了した事業については、この要綱の改正前の規定は、なお効    

力を有するものとする。 

３ 食肉卸売市場機能強化事業実施要綱（平成１５年１０月１日付け１５農畜機  

第４８号－３。以下「旧要綱」という。）は、廃止する。 

４ 令和２年度に終了した食肉卸売市場機能強化事業については、旧要綱の第３   

の４の市場機能強化資金の融通、第８の実績報告等、第９の消費税及び地方消

費税の取扱い及び第１０の帳簿等の整備保管等の規定は、なお効力を有するも

のとする。 

 

附 則（令和４年３月２８日付け３農畜機第６６５２号） 

１ この要綱の改正は、令和４年４月１日から施行する。 

２ 令和３年度に終了した事業については、この要綱の改正前の規定は、なお効

力を有するものとする。 

 

附 則（令和５年３月２７日付け４農畜機第６９９５号） 

１ この要綱の改正は、令和５年４月１日から施行する。 

２ 令和４年度に終了した事業については、この要綱の改正前の規定は、なお効

力を有するものとする。 

 

附 則（令和６年３月２７日付け５農畜機第８４９６号） 

１ この要綱の改正は、令和６年４月１日から施行する。 

２ 令和５年度に終了した事業については、この要綱の改正前の規定は、なお効

力を有するものとする。 

 

 

  附 則（令和７年３月２８日付け６農畜機第８５０９号） 
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１ この要綱の改正は、令和７年４月１日から施行する。 

２ 令和６年度に終了した事業については、この要綱の改正前の規定は、なお効

力を有するものとする。 

 

附 則（令和８年３月２３日付け７農畜機第８４３３号） 

１ この要綱の改正は、令和８年４月１日から施行する。 

２ 令和７年度に終了した事業については、この要綱の改正前の規定は、なお効

力を有するものとする。 

３ この要綱の施行をもって、国産畜産物安心確保等支援事業実施要綱（平成 

２２年４月２３日付け２２農畜機第２６２号）は、廃止する。なお、令和７年度

に終了した国産畜産物安心確保等支援事業については、この要綱の制定前の規定

は、なお効力を有するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 


